
「所得に連動したきめ細かな給付」の制度の執行等
（中間とりまとめ(案) ）

○ 「所得に連動したきめ細かな給付」の執行に係る主体については、国か地方自治体かの二者択一ではなく、国と地方が協力
して運営し、オールジャパンの事務負担を最小化していくという基本的な考え方の下、役割分担をしていく方向で検討。シ
ステム等の全国一律とした方が効率的なインフラの整備は国が対応することを基本とする一方、住民とのインターフェイス
の部分は地方自治体を中心に対応する方向で検討。

○ 地方に役割を求めていく際には、制度設計や地方の役割を明確にした上で、丁寧な協議を行う。あわせて、社会の構造変化
や情報インフラの進展等の中で、社会保障制度や税制の見直し、各種行政サービスに関する役割分担等に関する議論なども
踏まえ、国と地方の役割分担は変わり得るものと認識し、国と地方の間で制度導入後も継続的な検討を行う。

○ 実施主体の負担軽減のため、国が前面に立って適切な支援や対策を講じる。

①対象者抽出
・給付額算定

②申請・審査

③振込

【給付の事務フローのイメージと事務負担の軽減策】

・対象者の受給意思の確認負担の軽減
・国によるコールセンターの設置等

システム面の支援に加え、対象者の受給意思や口座情報の確認作業、
外部からの問合せ対応等について対応策を講じる

・公金受取口座の登録率向上
・口座情報の正確性の継続的な確保等の機能強化
・本制度の受給に際して公金受取口座の利用を原則としていく

・所得税は、確定申告をした場合には、国において個人に紐づけされた所得を把握している
・住民税は、原則として課税者について全て個人に紐づけされた所得情報を把握している

・口座の確認作業や振込エラーの対応などに係る事務負担
・公金受取口座の登録率は５割程度

所得情報

・本人からの申請等による給付の受給意思確認に係る事務負担
・制度内容や支給要件、支給額等について、対象者からの問合せに係る事務負担

課題

対応策

課題

対応策

給付額算定のための計算ツールは国が開発

参考３
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